
【
１
】
会
社
法
に
お
け
る
剰
余
金
の

配
当

�

利
益
の
配
当
か
ら
剰
余
金
の
配
当
へ

商
法
で
は
、
株
主
へ
の
配
当
は
会
社
の
稼
得
し
た

利
益
か
ら
す
る
も
の
で
あ
り
、
株
主
の
拠
出
資
本
で

あ
る
資
本
金
や
資
本
準
備
金
は
会
社
内
部
に
維
持
す

る
と
い
う
の
が
基
本
的
な
考
え
方
で
あ
っ
た
。
平
成

１３
年
改
正
前
は
、
資
本
金
減
少
差
益
は
資
本
準
備
金

と
し
て
積
立
て
る
こ
と
を
強
制
さ
れ
て
い
た
し
、
資

本
準
備
金
の
取
崩
し
は
欠
損
填
補
ま
た
は
資
本
組
入

れ
の
場
合
に
限
定
さ
れ
て
い
た
。

し
か
し
、
平
成
１３
年
の
商
法
改
正
に
よ
り
、
資
本

準
備
金
の
減
少
手
続
き
が
設
け
ら
れ
、
債
権
者
保
護

手
続
き
を
経
れ
ば
、
使
途
に
関
係
な
く
取
崩
し
で
き

る
よ
う
に
な
っ
た
。
さ
ら
に
、
資
本
金
減
少
差
益
や

資
本
準
備
金
減
少
差
益
は
、「
そ
の
他
資
本
剰
余
金
」

と
し
て
積
立
て
ら
れ
、
株
主
へ
の
配
当
財
源
に
使
用

す
る
こ
と
が
可
能
に
な
っ
た
。
当
時
の
法
制
審
議
会

会
社
法
部
会
の
議
事
録
に
よ
れ
ば
、「
そ
の
他
資
本
剰

余
金
」
が
配
当
可
能
利
益
に
含
ま
れ
る
こ
と
に
な
っ

た
た
め
、
配
当
可
能
利
益
の
計
算
に
つ
い
て
定
め
る

商
法
２
９
０
条
に
つ
い
て
何
ら
か
の
改
正
が
必
要
で

は
な
い
か
と
い
う
議
論
も
あ
っ
た
が
、「
そ
の
他
資
本

剰
余
金
と
い
う
新
し
い
勘
定
科
目
か
ら
の
分
配
も
、

商
法
上
は
２
９
０
条
の
利
益
の
配
当
に
含
ま
れ
る
と

解
す
る
こ
と
が
で
き
る
で
あ
ろ
う
と
い
う
こ
と
で
、

特
に
手
当
て
を
し
な
い
」
と
い
う
結
論
に
至
っ
た
よ

う
で
あ
る
。

会
社
法
で
は
、利
益
の
配
当
は「
剰
余
金
の
配
当
」

へ
と
名
称
を
変
え
、
資
本
金
等
を
、
資
本
金
、
準
備

金
、
剰
余
金
に
大
別
し
、
剰
余
金
を
株
主
へ
の
配
当

財
源
と
し
た
。
剰
余
金
に
は
資
本
剰
余
金
と
利
益
剰

余
金
が
混
入
し
て
い
る
が
、
会
社
法
上
は
、
敢
え
て

こ
れ
ら
を
色
分
け
す
る
必
要
は
な
い
と
い
う
考
え
方

の
よ
う
で
あ
る
。
ま
た
、
商
法
で
は
利
益
の
配
当
は

定
時
株
主
総
会
で
の
利
益
処
分
で
し
か
で
き
な
か
っ

た
が
、
会
社
法
は
剰
余
金
の
配
当
は
い
つ
で
も
で
き

る
よ
う
に
な
る
。

�

税
務
の
考
え
方

平
成
１３
年
商
法
改
正
に
よ
り
、
そ
の
他
資
本
剰
余

金
を
原
資
と
す
る
配
当
が
行
わ
れ
た
場
合
、
配
当
を

受
け
た
株
主
側
に
つ
い
て
、
会
計
基
準
で
は
株
主
の

拠
出
資
本
の
払
戻
し
と
い
う
性
質
か
ら
、
有
価
証
券

の
帳
簿
価
額
か
ら
の
減
額
と
し
て
処
理
す
る
こ
と
に

な
っ
た
。
税
務
上
ど
の
よ
う
に
取
扱
う
か
が
注
目
さ

れ
た
が
、
そ
の
性
質
が
拠
出
資
本
の
払
戻
し
で
あ
っ

て
も
、
所
得
税
法
及
び
法
人
税
法
で
は
「
利
益
の
配

当
」
を
課
税
対
象
と
し
て
お
り
、
商
法
上
の
利
益
の

配
当
で
あ
る
と
解
さ
れ
る
以
上
、
配
当
課
税
を
行
う

こ
と
と
さ
れ
た
（
法
基
通
３
―
１
―
７
の
５
参
照
）。

こ
れ
は
、
み
な
し
配
当
課
税
で
は
な
く
本
来
の
配
当

と
し
て
の
課
税
で
あ
る
。
配
当
を
し
た
会
社
に
お
い

て
、
会
計
上
は
「
そ
の
他
資
本
剰
余
金
／
現
預
金
」

で
あ
る
が
、
税
務
上
は
「
利
益
積
立
金
／
現
預
金
」

と
い
う
仕
訳
に
な
り
、
別
表
五
（
一
）
で
利
益
積
立

金
と
資
本
積
立
金
と
の
調
整
が
必
要
に
な
る
（
法
法

２
十
八
ヌ
）。

会
社
法
で
は
、
剰
余
金
の
配
当
に
名
称
が
変
わ

り
、
剰
余
金
に
は
資
本
剰
余
金
と
利
益
剰
余
金
が
混

在
す
る
。
さ
ら
に
、
資
本
金
等
の
間
で
の
相
互
振
替

が
い
つ
で
も
で
き
る
よ
う
に
も
な
る
た
め
、
こ
れ
ら

の
判
別
は
さ
ら
に
難
し
い
も
の
に
な
る
で
あ
ろ
う
。

「
利
益
の
配
当
」と
い
う
用
語
で
規
定
さ
れ
て
い
る
所

得
税
法
２４
条
（
配
当
所
得
）
等
の
条
文
は
、
会
社
法

施
行
に
あ
た
っ
て
何
ら
か
の
改
正
が
必
要
に
な
る
と

思
わ
れ
る
が
、こ
れ
ま
で
の
考
え
方
を
踏
襲
し
て「
剰

余
金
の
配
当
」
に
つ
い
て
す
べ
て
配
当
課
税
を
行
う

の
だ
ろ
う
か
。
税
務
の
対
応
が
注
目
さ
れ
る
。（
注
）

【
２
】
資
本
金
等
の
相
互
振
替

�

資
本
金
等
の
相
互
振
替
（
会
社
法
４
４
７
〜

４
５
１
）

会
社
法
で
は
、
資
本
金
、
準
備
金
、
剰
余
金
の
三

者
間
の
振
替
は
自
由
に
で
き
る
。
商
法
で
は
規
定
が

な
か
っ
た
、
①
資
本
金
を
減
少
さ
せ
て
準
備
金
を
増

加
さ
せ
る
、
②
剰
余
金
を
減
少
さ
せ
て
準
備
金
を
増

加
さ
せ
る
と
い
う
手
続
き
を
新
た
に
追
加
し
た
。

�

税
務
の
考
え
方

税
務
上
は
、
平
成
１３
年
度
の
税
制
改
正
で
組
織
再

編
税
制
が
導
入
さ
れ
、
金
銭
等
の
交
付
の
な
い
み
な

し
配
当
課
税
が
廃
止
さ
れ
た
際
に
、
資
本
等
の
金
額

（
資
本
金
の
額
＋
資
本
積
立
金
額
）
と
利
益
積
立
金

額
の
区
分
が
明
確
化
さ
れ
た
（
法
法
２
十
七
、
十

八
）。株
主
の
拠
出
資
本
の
部
分
で
あ
る
「
資
本
等
の

金
額
」
と
、
会
社
が
稼
得
し
た
利
益
の
部
分
で
あ
る

「
利
益
積
立
金
」
と
は
厳
格
に
峻
別
さ
れ
る
こ
と
と

な
っ
た
。
利
益
積
立
金
は
、
法
人
税
は
課
税
済
み
で

あ
る
が
株
主
に
対
す
る
配
当
課
税
が
未
済
の
部
分
で

あ
る
。
利
益
積
立
金
を
減
少
さ
せ
る
と
き
は
必
ず
株

主
に
対
し
て
配
当
課
税
が
行
わ
れ
、
配
当
課
税
が
な

い
と
き
は
利
益
積
立
金
を
減
少
さ
せ
な
い
。

資
本
金
等
の
相
互
振
替
が
行
わ
れ
た
だ
け
で
は
配

当
課
税
は
な
い
の
で
、
税
務
上
は
利
益
積
立
金
額
を

変
動
さ
せ
な
い
。
例
え
ば
、
利
益
剰
余
金
を
資
本
金

に
振
替
え
る
場
合
、
税
務
上
の
仕
訳
は
「
資
本
積
立

金
／
資
本
金
」
と
な
り
、
資
本
等
の
金
額
の
な
か
で

の
振
替
え
を
す
る
だ
け
で
あ
る
（
法
法
２
十
七
カ
）。

【
３
】
資
本
金
等
の
表
示

１１
月
末
に
、
株
式
会
社
の
計
算
に
関
す
る
法
務
省

令
案
（
以
下
「
計
算
省
令
案
」
と
い
う
。）
が
公
表

さ
れ
た
。
計
算
省
令
案
４３
〜
５６
条
で
貸
借
対
照
表
の

表
示
に
つ
い
て
定
め
て
い
る
が
、
現
行
の
「
資
本
の

部
」
は
「
純
資
産
の
部
」
に
名
称
が
変
更
さ
れ
る
。

ま
た
、
純
資
産
の
部
は
、
①
株
主
資
本
、
②
評
価
・

換
算
差
額
等
、
③
新
株
予
約
権
の
３
つ
に
大
別
さ

れ
、
純
資
産
の
部
（
現
行
の
資
本
の
部
）
は
以
下
の

よ
う
な
表
示
に
な
り
、
貸
借
対
照
表
の
表
示
上
は
、

資
本
剰
余
金
と
利
益
剰
余
金
は
明
確
に
区
分
さ
れ

る
。こ

れ
は
、
８
月
に
企
業
会
計
基
準
委
員
会
よ
り
公

表
さ
れ
て
い
る
「
貸
借
対
照
表
の
純
資
産
の
部
の
表

示
に
関
す
る
会
計
基
準
（
案
）」
と
同
じ
内
容
で
あ

る
。
平
成
１４
年
に
商
法
施
行
規
則
が
制
定
さ
れ
て
か

ら
は
、
貸
借
対
照
表
等
の
表
示
方
法
に
つ
い
て
は
会

計
基
準
に
合
わ
せ
る
方
向
で
調
和
が
図
ら
れ
て
き
て

お
り
、
今
回
も
同
旨
の
改
正
と
考
え
ら
れ
る
。
表
示

方
法
の
改
正
理
由
に
つ
い
て
は
、
企
業
会
計
基
準
委

員
会
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
参
照
さ
れ
た
い
。

純
資
産
の
部

�

株
主
資
本

１

資
本
金

２

新
株
式
申
込
証
拠
金

３

資
本
剰
余
金

�

資
本
準
備
金

�

そ
の
他
資
本
剰
余
金

４

利
益
剰
余
金

�

利
益
準
備
金

�

そ
の
他
利
益
剰
余
金

５

自
己
株
式
申
込
証
拠
金

６

自
己
株
式
（
△
）

�

評
価
・
換
算
差
額
等

１

そ
の
他
有
価
証
券
評
価
差
額
金

２

繰
延
ヘ
ッ
ジ
損
益

３

土
地
再
評
価
差
額
金

�

新
株
予
約

【
４
】
配
当
可
能
利
益
か
ら
分
配
可

能
額
へ

配
当
可
能
利
益
は
「
分
配
可
能
額
」
に
変
わ
る
。

会
社
法
で
は
、
ま
ず
「
剰
余
金
の
額
」
に
つ
い
て
定

義
し
、
剰
余
金
の
額
か
ら
自
己
株
式
の
帳
簿
価
額
等

を
控
除
し
た
金
額
を
分
配
可
能
額
と
し
て
規
定
し
て

い
る
。

�

剰
余
金
の
額

剰
余
金
の
額
に
つ
い
て
は
、
会
社
法
４
４
６
条
及

び
計
算
省
令
案
１
０
７
〜
１
０
８
条
に
お
い
て
規
定

さ
れ
て
い
る
。
算
定
方
法
は
図
１
の
と
お
り
で
あ
る

が
、
特
殊
な
場
合
を
除
き
、
最
終
事
業
年
度
末
の「
そ

の
他
資
本
剰
余
金
」
及
び
「
そ
の
他
利
益
剰
余
金
」

の
合
計
額
が
剰
余
金
の
額
と
な
る
。

�

分
配
可
能
額
（
会
社
法
４
６
１
②
、
計
算
省
令

案
１
１
０
〜
１
１
２
）

剰
余
金
の
配
当
及
び
自
己
株
式
の
有
償
取
得
に
対

し
て
統
一
的
な
財
源
規
制
「＝

分
配
可
能
額
」
が
設

け
ら
れ
た
。
剰
余
金
の
分�

配�

と
い
う
場
合
に
は
、
剰

余
金
の
配
当
プ
ラ
ス
自
己
株
式
の
有
償
取
得
と
い
う

概
念
で
あ
る
。

分
配
可
能
額
は
、
�
の
「
剰
余
金
の
額
」
か
ら
①

〜
⑤
の
合
計
額
を
控
除
し
て
算
定
す
る
。
①
〜
⑤
は

す
べ
て
最
終
事
業
年
度
末
の
金
額
で
あ
る
。
な
お
、

臨
時
計
算
書
類
の
承
認
を
受
け
て
当
期
の
損
益
を
分

配
可
能
額
に
反
映
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
。

①

自
己
株
式
の
帳
簿
価
額

②

〔
の
れ
ん
の
額
＋
繰
延
資
産
の
額
〕
が
資
本
金

の
額
及
び
準
備
金
の
額
を
超
え
る
と
き
は
そ
の
超

過
額
の
２
分
の
１
相
当
額
（
そ
の
他
資
本
剰
余
金

の
額
を
限
度
と
す
る
。）

③

そ
の
他
有
価
証
券
評
価
差
額
金
が
マ
イ
ナ
ス
の

と
き
は
そ
の
金
額

④

土
地
再
評
価
差
額
金
が
マ
イ
ナ
ス
の
と
き
は
そ

の
金
額

⑤

〔
資
本
金
及
び
準
備
金
の
額
＋
株
主
資
本
以
外

の
純
資
産
部
の
額
〕
が
３
０
０
万
円
に
満
た
な
い

と
き
は
そ
の
満
た
な
い
金
額

�

３
０
０
万
円
の
純
資
産
制
限

剰
余
金
の
配
当
は
、
株
式
会
社
の
純
資
産
額
が

３
０
０
万
円
未
満
で
あ
る
場
合
に
は
で
き
な
い
（
会

社
法
４
５
８
）。こ
の
規
制
は
剰
余
金
の
配
当
に
関
す

る
制
限
で
あ
り
、
自
己
株
式
の
有
償
取
得
に
は
適
用

が
な
い
。

【
５
】
減
資
に
つ
い
て

�

有
償
減
資
、
株
式
消
却
は
廃
止

商
法
３
７
５
条
（
資
本
減
少
の
決
議
と
方
法
）
で

は
、
①
株
主
に
払
戻
し
を
す
る
場
合
、
②
株
式
の
消

却
を
す
る
場
合
、
③
欠
損
の
填
補
に
充
て
る
場
合
に

つ
い
て
そ
れ
ぞ
れ
決
議
方
法
を
定
め
て
い
る
。

こ
れ
に
対
し
、
会
社
法
の
減
資
と
は
文
字
ど
お
り

資
本
金
の
額
を
減
少
さ
せ
る
こ
と
だ
け
を
意
味
す
る

（
会
社
法
４
４
７
）。減
資
を
し
て
株
主
に
払
戻
し
を

し
た
い
と
き
は
、
資
本
金
を
資
本
金
減
少
差
益
（
そ

の
他
資
本
剰
余
金
）
に
振
替
え
「
資
本
金
／
そ
の
他

資
本
剰
余
金
」、そ
の
他
資
本
剰
余
金
を
原
資
と
し
て

剰
余
金
の
配
当
を
す
る
こ
と
に
な
る
「
そ
の
他
資
本

剰
余
金
／
現
預
金
」。し
た
が
っ
て
、
現
行
は
配
当
可

能
利
益
が
な
く
て
も
減
資
を
し
て
株
主
に
払
い
戻
す

こ
と
が
で
き
る
が
、
会
社
法
で
は
剰
余
金
の
配
当
手

続
き
に
な
る
の
で
、
分
配
可
能
額
が
あ
り
、
か
つ
、

純
資
産
額
が
３
０
０
万
円
で
な
け
れ
ば
株
主
に
払
い

戻
す
こ
と
は
で
き
な
い
。

な
お
、
株
式
の
消
却
（
強
制
消
却
）
の
手
続
き
は

廃
止
さ
れ
、
欠
損
填
補
は
減
資
プ
ラ
ス
剰
余
金
の
処

分
の
手
続
き
に
よ
る
こ
と
に
な
る
（
会
社
法

４
５
２
）。

�

税
務
の
考
え
方

商
法
上
の
有
償
減
資
を
し
た
場
合
（
株
式
消
却
を

し
な
い
場
合
）
に
は
、
資
本
等
の
金
額
及
び
利
益
積

立
金
額
を
比
例
的
に
減
少
さ
せ
（
法
法
２
十
七
ツ
、

十
八
ヲ
）、利
益
積
立
金
の
減
少
部
分
が
株
主
へ
の
み

な
し
配
当
と
な
る
。

会
社
法
で
は
、
前
記
の
と
お
り
、
減
資
プ
ラ
ス
剰

余
金
の
配
当
と
い
う
二
段
階
の
手
続
き
に
な
る
。
税

務
上
は
、
減
資
の
段
階
で
は
「
資
本
金
／
資
本
積
立

金
」
と
い
う
仕
訳
に
な
り
、
資
本
等
の
金
額
の
な
か

で
振
替
え
を
す
る
だ
け
で
あ
る
。
そ
し
て
、
剰
余
金

の
配
当
時
に
は
、
仮
に
剰
余
金
の
配
当
に
対
し
す
べ

て
配
当
課
税
と
い
う
こ
と
で
あ
れ
ば
「
利
益
積
立
金

／
現
預
金
」
と
い
う
仕
訳
に
な
る
。（
注
）

近
年
商
法
改
正
が
毎
年
の
よ
う
に
行
わ
れ
、
税
制

は
そ
れ
に
合
わ
せ
て
改
正
を
重
ね
て
き
て
い
る
。
商

法
改
正
及
び
会
社
法
制
定
に
あ
た
っ
て
は
、
税
制
の

こ
と
は
ほ
と
ん
ど
意
識
し
て
い
な
い
。
一
方
、
税
制

は
商
法
（
会
社
法
）
の
制
度
を
利
用
し
た
租
税
回
避

を
防
止
し
た
い
と
い
う
意
識
が
強
く
働
き
、
結
果
と

し
て
税
制
本
来
の
理
論
と
は
異
な
る
方
向
で
の
改
正

に
な
っ
て
し
ま
う
こ
と
も
あ
る
よ
う
に
思
う
。
企
業

に
と
っ
て
使
い
易
い
制
度
が
会
社
法
に
で
き
た
と
し

て
も
、
税
務
の
取
扱
い
が
決
ま
ら
な
い
限
り
実
務
は

動
か
な
い
。
会
社
法
制
が
で
き
て
、
そ
れ
を
税
務
が

追
い
か
け
る
と
い
う
こ
と
で
は
な
く
、
税
務
の
取
扱

い
を
同
時
に
検
討
し
な
が
ら
会
社
法
に
改
正
が
加
え

ら
れ
て
い
く
よ
う
な
仕
組
み
が
つ
く
ら
れ
る
こ
と
を

望
み
た
い
。

（
注
）
税
制
改
正
大
綱
で
「
剰
余
金
の
配
当
に
つ
い

て
は
、
そ
の
原
資
の
区
分
に
応
じ
、
現
行
制
度
と
同

様
に
、
配
当
と
資
本
の
払
戻
し
と
し
て
取
り
扱
う
も

の
と
す
る
。」
こ
と
が
明
ら
か
に
さ
れ
た
。

（
日
本
税
務
会
計
学
会
１０
月
月
次
研
究
会
よ
り
）

会
社
法
に
お
け
る
資
本
金
等
と

剰
余
金
の
配
当

図１

－ ・当期に配当した金銭等の額

・当期の配当に伴い準備金に

計上した額

・当期に剰余金を資本金に振

替えた場合等の剰余金の

減少額

・最終の貸借対照表上のその

他資本剰余金の額

・最終の貸借対照表上のその

他利益剰余金の額

・当期における自己株式の処

分差益（差損はマイナス）

・当期における資本金及び準

備金の減少差益
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